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再生可能エネルギーが豊

富な秋田県において、電

力の地産地消による地域

内資金循環を通して、地

域活性化に貢献する。

VISION
わたしたちのヴィジョン
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PROFILE

株式会社かづのパワー

2019年7月17日

1,000万円

髙橋　健一

小売電気事業





2024年度　株式会社かづのパワー電源構成比

CO2排出係数:0t-CO2/kWh　実質再生可能エネルギー電気100％を実現しています。 

非化石証書使用100％

秋田県内の再エネ電気77％

秋田県外の再エネ電気3％

その他の電気20％





鹿角市は2030年ＣＮを宣言

【削減目標】

2030年までに6.16万t-CO2

【対策】

再エネ電気メニューへの切替に

よる削減目標が4.62万t-CO2

（対策の75％）

2024年度は目標の16.6％の進捗

率。



かづのパワーの設立からかづのパワーの設立から

事業休止まで事業休止まで





平成24年度 経済産業省

「スマートコミュニティ構想普及支援事業」

平成25年度 総務省「分散型エネルギーインフラ」プロジェクト導入

可能性調査事業

平成26年度～平成27年度 経済産業省「次世代エネルギー技術実証事業」

平成27年度～平成28年度 地域の非FIT地熱電源の発電事業者との電源交渉
→ 価格の折り合いがつかず断念

平成29年度～平成30年度 販管費の見直し、FIT電源の活用によるモデルの再検証→
設立決定

令和元年度 株式会社かづのパワー設立

令和２年度 市有32施設（2,109kW）に供給開始

【検討の経緯】

設立までのあゆみ



・需給管理外部委託
・供給先は公共施設
・料金メニュー
　大手電力ミラー型
・電源はFIT水力、不　
　足分はJEPXから

・BGに加入
・供給先は公共施設
・電源はBGから固定　
　単価で調達
・料金メニューを
　仕入+手数料に
・従業員2名

・出資は鹿角市49％
　地銀3行、16者
・社長は市の産業コ　
　ーディネーター
・従業員1名
・立上支援業務委託

・JEPXの価格高騰
・顧客を東北電力
（株）に切替手続

HISTORY
当社の歴史

2019.7
電力供給開始

2020.4
事業休止

2021.2
小売事業再開

2022.4
会社設立

市が主導

脆弱な組織体制





事業休止
市場価格仕入100％

事業開始時、電源はFIT水力(700kW)と不足分は

JEPXからの仕入。=仕入の全量が「市場価格」

東北電力（株）のミラー型。=「固定価格」

2021.1　市場価格の高騰

JEPX東北スポット平均単価が66.51円まで値上がり。

電気料金メニュー



日付 内容

R3.1.4
電力市場の平均単価が52.06円/kwhまで上昇。社長から市に相談をし、2月末までこの単価が続く想定では、期末損失2,800万円、2月末に資

金不足になると試算。

1.5 市長・副市長に相談するも、状況が改善する可能性もあるため、推移を見守ることとした。

1.5 追加融資について、金融機関に相談。現状では難しいと回答。事業撤退を進められる。

1.6 電力市場の平均単価が80円/kwh(81.80円/kwh)を超える。期末損失を約8,100万円と試算。

1.7 市長・副市長協議。1月末までの状況を見極めたうえで、休廃業を含め検討することとした。

1.8 三菱マテリアル㈱を訪問し、相対契約による電源供給の可能性を打診。すぐの対応は無理と回答。

1.8 東北電力㈱大館支店と、電力の融通、顧客の切替について協議。

1.9～11 ３連休中の平均単価が98.84円/kwhとなり、休日でも価格上昇が続く異常事態と認識。

1.12

電力市場の平均単価が160円/kwh(160.10円/kwh)を超える。

 報道により、価格高騰の要因が寒波とLNG不足による火力発電所の出力低下によるものと判明。LNG不足は長期化し、電力市場の高騰は当面続くも

のと判断した。 社長が市長に対し、2/1での顧客切替を要請、市長が了承。小売電気事業を取り巻く環境・仕組みが現状のままでは、会社の継続は

困難という認識を共有した。 顧客に対し、切替事務の依頼を行う説明会の開催を案内。

1.13
顧客説明会開催。かづのパワーが電気を供給している施設担当者に、東北電力への切替のための電気使用申込書の提出を依頼。全52施設の

申込書を東北電力㈱に提出。

1.14 1月末で供給を中止した場合の期末損失を約5,600万円、2月末時点の資金不足を約1,500万円と試算。

1.19 取締役会開催。会社解散もやむ無しという方向で意見集約され、現状と方向性について株主に説明する機会を設けることとした。

1.22 市議会全員協議会。

事業休止までの経緯





小売事業再開小売事業再開



・需給管理を内省化
・国の入札参加
・低圧需要の拡大
・他自治体の支援

・地熱の相対契約　
・発電BGを組成
・電力先物取引開始
・独自燃調を導入

・FIT大湯水力発電所
・非FIT福島太陽光
・FIT小和瀬発電所
・非FIT田代平風力
・卒FIT太陽光の買取
・太陽光PPA事業開始
・従業員3名

HISTORY
当社の歴史

2023
需給管理内製

2023.12
民間供給拡大

2024
挑戦と改善

2025
発電ＢＧ組成

産業戦略室全員が異動！

新たにゼロカーボン推進室が

設置された

CN推進マネージャーが

取締役に就任

リスクマネジメントや組織体

制強化を図っている







THANK YOU


